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思い切 った整理 ・廃止を伴 ってい るからである。
そ こで,こ こでは改革案 の中でなお暖 昧さに包 まれ てい るかに見え る課税ベースの見直 し問題
につ いて もう一 度,原 点に立 ち戻 って検討してみ よう。
1法 人税の課税べ一ス問題と法人税制改革
法人税の課税べ一スは,当該事業年度の総収益(益金)から同年度の総費用(損金)を控除した
額であるが,わが国の現行税制のもとではそれが何 らかの例外規定で浸蝕され,タ ックス ・シェ
ルターの役割を果しているとの批判もある。た とえば税法自体に組み込まれた不備や使命を終え
た租税特別措置などが存在するなら,取益や費用が経済学的または社会的 ・客観的理解 と異なる



















{1)米国の最近 の税制改革につ い ては,西 野万里 「米国の新法人税制の一考察一その特徴 と誕生の背景」
『明大商学論叢』69巻1・2号(1987年1月),および 「アメ リカの税制改革か らの教訓」 『租税研究』No.
453(1987年7月)を参照 されたい。
















制改正で,資 本金階層別 の控除額 の設定がなさ
れ,次 いで57年度には交際費全額が原則 として









見 られ るように,資 本金5,000万円未満の企業
の交際費は2兆4,101億円で,そ の うち損金算
項 目 年度 支出総額A 損金算入司 斗
億円 億円 %
交 57 34,835 19,921 57.2
58 35,230 17,297 49.1
際 59 36,202 17,329 47.8
60 38,504 18,243 47.4
































































入額は1兆8,639億円,損 金算入比率は約77%と当然ながら高 くな ってい る。
交際費の範囲は,企 業の直接的な取引関係者に対する接待,供 応,贈 答などの支出であ り,寄
付金,値 引,割 戻 し,広 告 ・宣伝,給 与,福 利 ・厚生などの性格を もつ費用を除外 してい る。 こ
第2表 資本金階級別の交際費の状況(61年分)の 除外は逆に これ らの費用
区 分 支 出 額 損金不算入額 損金不算入(A)(B)害 ‖合(B)/(A)
億円 億円 %
1,000万円未満 14,849 1,707 11.5
1,000万円以上5,000万円未満 9,252 3,755 40.6
5,000万円以上1億 円未満 2,248 2,037 90.6
1億円以上10億円未満 4,166 4,166 100.0
10億円以上 8,932 8,932 100.0











































アメリカーa事業に直接関連する経費で会議などの直前 ・直後の接待費を含む費用,bl人 当た り年
25ドル以内の贈答費。イギリスーa海外の顧客への合理的支出及び役員への渡切り交際費。b1人 当た


















妥 当と認定 しうる水準の範囲内にお さまる保証はない ように思われ る。
昭和61年分 の広告費支出総額,3兆515億円は全額が損金算入された もの と推測され るが,そ
の うち,新 聞,雑 誌,ラ ジオ,テvビ の4媒 体の広告費は,第3表 に示 した よ うに2兆3,229億円
であ った。 さらにこれを業種別に見た ものが,第4表 であるが,61年の絶対額では食品 ・飲料に
次いでサー ビス ・娯楽 と医療 ・教育 ・その他が多い。 また前年か らの伸び率 では金融 ・保険,サ
ー ビス ・娯楽,基 礎材,そ して家庭用品 ・機器が高い。
この ように特定業種に広告費支 出が集中していることは,広 告費の取扱い方いかんでその税負
































































・ 媒 体 以 外 計1…5・1・,286} 3311・3・ ・11・ …1・4・ ・1・3・ ・
総 広 告 費1・9・8291…515168611・2・31・2・31・ …11・ …
(注)電 通 「昭 和61年日本の 広告費 」62年2月に よる。
(5)カルダーによれば,広 告費は 情報 提 供的 広 告(informativeadVertising)と誇 示 的広 告 ・(display
advertising)に分類 され うる。前者は狭義の広告で,商 品 リス トや商工案 内や新聞の分類広告 などから
成 り,広 告費総額 の約2/7以下1こ過 ぎない。残 りの5/7の広告費の うちの90%は,独立的情報サ 一ーヴ ィ




広告 広 告 費(千万円) 対前年比(%) 構 成 比(%)













































































































(注)L4媒 体は 新聞,雑 誌,ラ ジオ,お よび テ レ ビで あ る。
2.電 通 「昭 和61年日本 の 広告 費」62年2月 に よ る。
広告 ・宣伝費と交際費の費用性に関する類似性とその税法上の取扱いの差異は,と くに資本金










に従 って逓減す る点に着 目し,ス トック概念で広告費をとらえるものであ る。
{6)これはワイスの提案であ る。(L.W.Weiss,Advertising,ProfitandCorporateTaxes,Reviezvof
ECOnomicsand8tatistics,Noy.1969、)
(7}たとえば アロー とナ→ラヴは過去か ら現在におよぶ広告費支出が需要に 与 え る効 果 の合計を 「のれ
ん」(Goodwiのとみて,他 の資本財に匹敵する償却資産 と考 え る。現在の広告費支出が負にな り得な
いとい う前提のもとで,広 告投資のス トッタAが コンスタン トな比率 δで減価する もの と仮定す れば,
現在広 告費支出 αは
a==A+δA≧OJ(1)
(ただし,a,Aは時間の関数である。Aは 時間に関 してAを 微分 した値を表おす。)(1)式は広告費粗











































































とな る。 しかし広告資産は減価するか ら,そ の期首の純額に対する期末 の純額の比を λとす ると.'一`





















因発生主義の原則」のもとでは正当化され うる。 これは次期に現実化する損失の原因が,取 引き














































(・)予定㈱ 年数 ・年 と(1‡。)・のLヒ率は ・一…8と す る次の・ うな関係…ある・
'年191・1‥213141・
(1剖 肌 ・46・342・94…36…4・・3・・
で お の比率の瀧 ないし改正に関して・お 緋 のほかrの ・ペルの変化・も瀧 を払 うぺきであ
る 。
10r明 大商学論叢』第70巻第4号(1988年3月)(354)
が,定 額法を基準 とす る限 り,定 率法や級数法に よる償却は一種 の加速償却 に分類 され る。加速
償却は,・将来の減価を先取 りして費用計上す る方式であ り,こ の先取 り部分に賦課 されたはずの
税 負担の延納を認めるの と等 しい効果を もつ。 この点は機会を改めて検討す ることに して,わ が
国の制度の相対的優遇度をみ てみ よう。
わが国では早 くから定率法が合法化 されて きたが,欧 米 の減価償却 と比較 して加速の度合いは
どの程度であろ うか。 自動車製造設備,金 属加工機械製造設備な どについてみ ると,わ が国の現
行の定率法10年に対して,ア メリカのACRS-5年,OCRS-・7年,修正ACRS-7年,イギ リスの
定率法25%,西 ドイツの定率法12年が対 応す る。 これ らの各 々について,償 却率 と未償却率,あ
るいは償却配分率,お よび累積償却率を試算す ると,第6表 の ようにな る。
ここでは,イ ギ リスを除 く各国では,期 中の半年経過後 の時点で資産の取得が行われた場合を
想定 してお り,half・yearconventio皿(U.S)に従 っている。各 々の償却法による累積償却率の差
異を グラフに描いたのが,第1図 であ る。第6表 及び第1図 から,考 察の対象 とな った6種 類の
償却法の うち,日 本 のケースが最 も償却の加速性が緩やかであ ることがわかる。特 に4年 目以降
に この傾向が顕著 となっている。
国際競争上の観点か ら減価償却制度を見直す とすれば,自 動車製造設備等 に関す る限 り,ア メ
リカの ㏄RS,イ ギ リスの25%定率法,西 ドイツの12年定率法な どの水準まで,わ が国の償却率






















































































































































































































5・西Wの 定紬 ・輪12年 定雛 の・倍,したが・て半 ・・=・25%である。
6・日本の定率法は残存価格を10%とし,最終年に5%の割増し償却をするものとした。
(355)法 人税制改革の一視点11
化を も考慮に入れ ると,償 却限度 と残存価格の齪蹄を取 り除 く方法,例 えば取得価格に対す る償
却限度額の比率を α%,残 存価格の比率を β%とすれ ば,<α+β=1>に 単純化す る方 法も検討
に値するであろ う。
第7表 と第2図 は,償 却限度95%を前提 として,現 行の10%残存価格の場合(casel)と,これ
を5%に 変更 した場合(case2)の償却速度を比較 した ものであ る。5%の 残存率 では,イ ギ リス
の ケース(定率法25%)と酷似した償却速度が実現すること,ま た,償 却速度が現行 制 度 と比 較
して1～2年 早 くなることがわ かる。た とえば,累 積償却率60%を達成す るのに4年(casel)か
ら3年(case2)に,80%を達成するのに7年 から5年 強に,87.5%の達成に9年 から7年 弱に と,
償却時間は短縮され る。その効果は耐用年数の短縮化に等 しい と言え るであろ う。
わが国の減価償却制度は,複 雑な償却資産区分に対 して異なる耐用年数 とこれに応じた償却率
を適用す るものであるが,こ れ らの簡素化 と平行 して,こ こで述べた償却限度 と残存価格の(耐
用年数内での)斉 合化(α+β=1)を残存率 βあ低下の方向で行 うならば,簡 素化 と償却の加速化
に役立つであろ う。いかなる水準に βを修正す るかの結論は,こ こで取上げなか った様 々のケー













年度 償却限度率α=α95残存率β=0,1 α=0.95 β=乱05












































































































筆者は法人税率を国際的水準に向って引下げ,国 際 レベルでの他 と同等な競争条件を実現 させ
ることを支持す るものである。ただし,全 くこれ と同じ観点か ら,国 内での同等な競争条件の整
備のために,企 業間,産 業間の実効税率の格差を除去する方向で,課 税ペースの徹底的な適正化
を要 望したい。
(357)法 人税制改革の一視点13
その目的でここでは,法人税改革に関する議論の中でしばしば登場 した費用項 目を取 りあげ
て,課税べ一ス問題にアプローチしたが,これらの費用は取扱い次第で,当局が意図しないタッ
クス ・シェルターとしての役割をも果す結果 となり,企業間 ・業種間に税負担上の格差を作り出
す。 この問題を解決するには,費用の認定に際して,事業に対して直接的な費用性を有するもの
以外を控除項 目から外すほか,事実に基づいた適切な時点で費用化するよう,法を整備すること
が肝要である。
このような改正は,国内での公正でイコール ・フッティングな競争を可能にし,資源配分の効
率化に資するとともに,いわゆる欠損法人問題を現行制度の枠内で解決する端緒ともなりうるで
あろう。
わが国の61年の法人数は1,701,642社となりっいに170万を突破したが,こ のうち54.3%に相当
する923,989社は欠損法人であった。そしてこの欠損法人の98%は資本金S,OOO万円未満の法人か
ら成っている。
これらの欠損法人も,何らかの形態の行政サービスの恩恵に浴していることは否定できず,こ
れに対して応分の負担をすべきであるとの主張がしばしばなされている。しかしこの主張は応益
的税負担を求めるという点で,現行法人税制の枠を超えた対応を意味するものであ り,その具体
化に先立って法人税自体の性格論,根拠論までさかのぼる議論を要する。そ こで当面の対策とし
ては課税べ一スの適正化によらざるをえない。本稿の中で示した交際費,寄付金などの任意的費
用の取扱いが,課税ペースの算出に当って適正化されるなら,あるいは欠損会社数や欠損金額が
若干でも減少するかもしれない。もしこのことの欠損法人に及ぼす影響がわずかであるとしても,
欠損法人問題に対処する手がかりを与えるはずである。
課税ベースの適正化問題の議論の中で,た とえある改正を施しても,これによる税の増収額は
僅少であるとして,その改革を軽視する傾向もみられるが,現時点での税制改正に関する限 り,
額の多寡は重要ではないと筆者は考える。一つのタックス ・シェルターへの途を残す ことが,他
の途を導入する危険性を持つことを忘れてはならない。
国際競争の視点から税率を引下げようとしている今 こそ,そしてまた欧米で優遇措置の整理 ・
廃止とひき替えに税率引下げが行われたこの時期こそ,課税べ一スの真の適正化の好機であると
考える。
(本稿は,61年1O月の税制調査会 「税制の抜本的見直しについての答申」の検討過程において,筆者が税
制調査会専門小委員会スタディーグループ 「法人課税について」のメソバーとして参加した際に提出した論
文をもとに,その後の動向や資料を加えて書き直したものである一一一1988年2月亘3日)
